























産業については，Beynon［1973］が主に 1950 年代から 1970 年代初めまでの英国フォードに
おける職場の労働運動を活写している．また，職場の労働運動も視野に含めて，1970 年代を










　英国フォードの従業員は，2002 年 5 月の時点で約 19,000 人である．そのうちの約 12,000 人
が職長以外のブルーカラーであり，約 7,000 人が事務・技術職のホワイトカラーと職長である．
ブルーカラーは 2000 年代初頭に削減が顕著であり，2000 年に 20,000 人であったが，2001 年
に 14,000 人へ，そして前述の人数へと減少している3）．
　本稿で取り上げるダーゲナム工場（Dagenham Stamping Operations）は，2002 年 3 月に自
動車の組立を終了している．旧工場にはプレス，車体組立（溶接），塗装，車両組立（トリム
を含む）の各職場があったが，組立工場の閉鎖により，プレスとサブ・アセンブリの工場となっ








nor）が 1 名，副代表職場委員（deputy，または deputy convenor）が 1 名，その他の職場委
員（shop steward）が 25 人であり，その中には上級職場委員（senior shop steward）も含ま
れている．ダーゲナム工場の組合役員により職場委員会（shop stewards committee）が開か
1） 筆者は 2000 年代前半に英国調査を行い，英国自動車企業も含めたインタビュー記録として畑［2004］
を作成したが，職場の労使関係の考察としては十分ではなかった．
2） 小生は 2002 年 3 月 13 日（水）に英国フォードのダーゲナム工場を訪問し，14：20 から 17：20 まで同
工場の応接室にて代表職場委員と面談した．本稿は，その時のインタビュー記録（テープあり．以下，「イ
ンタビュー記録」と呼ぶ）といただいた資料に基づいている．











交渉委員会（National Joint Negotiating Committee，NJNC とも呼ぶ）が設けられている6）．



















5） Ford Motor Company Ltd., Agreements and Conditions of Employment―Hourly Paid Employees, 8th 
Dec. 1999, p. 10.
































7） Ibid., pp. 10―12.






























































11） 1969 年の労働協約‘Procedure Agreement’でも苦情処理手続きが掲載されているが，その冒頭には




















　‘...capability, ability to do the job, and seniority have to match up. ... If two people (are) 









て 60 人が超過勤務する場合，JWCで最初の週について話し合い，その後の 4週間は毎週，職





















時的な応援も含めて用いられているように考えられる．2002 年 3 月の組立工場の閉鎖以前，
配置転換はしばしば行われ，それは主に車体組立から塗装・車両組立（トリムを含む）への配
転であった14）．
　新たな配転はまず JWCで議論される．一層定期的になり，一度既成化したならば（If more 
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